
+津和野町告示第 71 号 

財 政 状 況 の 公 表 に つ い て

津和野町財政状況の作成及び公表に関する条例（平成 17年津和野町条例第 50号）の規定に基づき、財

政状況を次のとおり公表いたします。 

平成 30年５月 17日 

津和野町長  下 森 博 之 

【平成 30年５月公表内容】 

○平成 29年度一般会計及び特別会計予算の補正状況 

○平成 29年度一般会計予算の執行状況 

○住民負担の概況 

○財産、公債費及び基金の状況 

○平成 30年度一般会計及び特別会計の予算 

○平成 30年度一般会計における歳入及び歳出の概況 

○平成 29年度一般会計及び特別会計予算の補正状況 

（単位：千円） 

会 計 名 
当初予算額 ６月補正 

（6/22） 

７月補正 

（7/25） 

８月補正 

（8/24） 

９月補正 

（9/15） 

一般会計 7,734,000 117,374 13,997 580,000 247,656 

国民健康保険特別会計 1,100,927 39,323    

介護保険特別会計 1,316,849 23,653   582 

後期高齢者医療特別会計 300,966 1,160    

簡易水道事業特別会計 386,341 10,756 2,500  38,830 

下水道事業特別会計 439,645 ▲5,351   400 

農業集落排水事業特別会計 3,724     

奨学基金特別会計 12,830     

診療所特別会計 57,097 1,047    

介護老人保健施設事業特別会計 428,298 8,566    

合    計 11,780,677 196,528 16,497 580,000 287,468 



会 計 名 ９月補正 

（9/28） 

専決補正 

（9/28） 

12 月補正 

（12/20） 

２月補正 

（2/7） 

３月補正 

（3/13） 

一般会計 0 14,786 473,183 37,717 86,520 

国民健康保険特別会計   97,956  52,092 

介護保険特別会計   3,661  17,577 

後期高齢者医療特別会計   208  ▲1,318 

簡易水道事業特別会計   2,750  ▲5,669 

下水道事業特別会計   64  210 

農業集落排水事業特別会計      

奨学基金特別会計     1,716 

診療所特別会計     52,077 

介護老人保健施設事業特別会計     ▲7,072 

合    計 0 14,786 577,822 37,717 196,133 

会 計 名 ３月補正 

（3/27） 

累計予算額 

一般会計 ▲112,056 9,193,177 

国民健康保険特別会計 3,402 1,293,700 

介護保険特別会計 933 1,363,255 

後期高齢者医療特別会計  301,016 

簡易水道事業特別会計 34,325 469,833 

下水道事業特別会計 ▲2,295 432,673 

農業集落排水事業特別会計 ▲140 3,584 

奨学基金特別会計  14,546 

診療所特別会計  110,221 

介護老人保健施設事業特別会計  429,792 

合    計 ▲75,831 13,611,797 

○平成 29年度企業会計予算の補正状況 

（単位：千円） 

会計名 科 目 当初予算額 第１回補正 

6/22 

第 2回補正 

12/20 

第 3回補正 

8/24 

累計予算額 

病院事業会計

収益的支出 732,950 1,938 146 3,433 738,467 

資本的支出 89,114   ▲1,620 87,494 

合計 822,064 1,938 146 1,813 825,961 



○平成 29年度一般会計予算の執行状況 

（単位：千円） 

科    目 予 算 額 収入済額 科    目 予 算 額 支出済額 

町  税 695,115 695,465 議 会 費 71,007 69,500 

地方譲与税 65,000 69,646 総 務 費 1,790,206 1,291,025 

利子割交付金 1,000 1,607 民 生 費 1,533,217 1,091,792 

配当割交付金 1,500 2,287 衛 生 費 745,080 645,387 

株式等譲渡所得割交付金 500 1,992 労 働 費 627 627 

地方消費税交付金 127,286 127,286 農林水産業費 579,313 437,707 

自動車取得税交付金 5,000 13,175 商 工 費 637,087 278,890 

地方特例交付金 1,333 1,333 土 木 費 765,961 260,773 

地方交付税 4,257,704 4,257,704 消 防 費 274,398 239,610 

交通安全対策特別交付金 742 742 教 育 費 1,012,542 747,038 

分担金及び負担金 59,431 37,240 災害復旧費 15 0 

使用料及び手数料 123,059 112,975 公 債 費 1,755,979 1,711,469 

国庫支出金 772,146 570,421 諸支出金 23,613 2,465 

県支出金 483,541 437,785 予 備 費 4,132 0 

財産収入 71,259 67,458    

寄 付 金 59,021 20,250    

繰 入 金 664,540 0    

繰 越 金 83,896 83,896    

諸 収 入 156,479 128,092    

町   債 1,564,625 0    

合    計 9,193,177 6,629,354 合    計 9,193,177 6,776,283 

○住民負担の概況 

・税金 

（単位：千円） 

税    目 現年度税分 滞納繰越分 合    計 一人当たりの金額 

個人町民税 213,520 622 214,142 28,469 円

法人町民税 34,648 255 34,903 4,640 円

固定資産税 373,671 4,612 378,283 50,290 円

軽自動車税 25,931 52 25,983 3,454 円

市町村たばこ税 33,489 33,489 4,452 円

入 湯 税 4,112 4,112 547 円

合    計 685,371 5,541 690,912 91,852 円

※平成 30年 3月 31日現在人口 7,522 人 



・使用料及び手数料 

（単位：千円） 

使   用   料 手   数   料 

費   目 金    額 費   目 金    額 

総務使用料 6,988 総務手数料 5,838

衛生使用料 4,200 衛生手数料 16,250

農林水産業使用料 436 商工手数料 35

商工使用料 13,584 地籍手数料 3

土木使用料 49,473

教育使用料 26,252

合   計 100,933 合   計 22,126

○公債費及び基金の状況 

・公債費 

（単位：千円） 

名     称 年度当初残高 年度中償還額 年度中借入額 年度末残高 

公共事業等債 215,262 37,310 1,300 179,252

公営住宅建設事業債 278,090 30,944 24,200 271,346

災害復旧事業債 1,375,260 61,312 43,700 1,357,648

（旧）緊急防災・減災事業債 262,714 47,106 215,608

全国防災事業債 216,900 1,903 214,997

義務教育施設設整備事業債 206,165 54,628 151,537

一般廃棄物処理事業債 1,003 1,003

一般補助施設整備事業債 20,000 20,000

施設整備事業債（一般財源化分） 92,800 92,800

一般単独事業債 3,301,794 563,451 197,200 2,935,543

辺地対策事業債 77,646 8,461 49,900 119,085

過疎対策事業債 3,012,672 417,560 774,500 3,369,612

国の予算貸付 1,007,353 4,490 1,002,863

財源対策債 107,205 18,838 88,367

減収補てん債 1,959 1,959

減税補てん債 33,451 7,644 25,807

臨時税収補てん債 3,906 3,906

臨時財政対策債 2,653,810 381,484 184,025 2,456,351

都道府県貸付金 31,946 10,779 21,167

水道事業会計出資債 34,925 2,848 32,077

合計 12,934,861 1,655,626 1,274,825 12,554,060

一人当たりの金額 1,668,979 円 



・基 金 

（単位：千円） 

名    称 前年度末残高 年度中積立額 年度中取崩額 年度末残高 

財政調整基金 1,443,807 22,159 100,000 1,365,966 

減債基金 1,168,720 53,754 458,000 764,474 

郷土館整備基金 5,347 61 5,408 

役場庁舎建設基金 105,356 31 105,387 

産業後継者育成基金 32,586 5 8,528 24,063 

ふるさと創生基金 44,924 13 44,937 

水と土保全対策基金 9,843 2 9,845 

城跡観光リフト基金 8,762 2 8,764 

津和野町観光振興基金 4,355 3,061 7,416 

ふるさと津和野基金 20,781 20,385 11,466 29,700 

津和野町まちづくり基金 1,001,832 292 1,002,124 

地域医療推進基金 10,968 66,827 6,207 71,588 

つわの暮らし推進住宅基金 2,662 2,790 174 5,278 

公共交通整備基金 618 182 4 796 

定住支援体制整備基金 1,979 2,000 25 3,954 

ICT 整備基金 18,715 15,000 16,460 17,255 

安野光雅美術館整備基金 2,000 1,000 3,000 

土地開発基金 32,668 10 32,678 

合    計 3,915,923 187,574 600,864 3,502,633 

 一人当たりの金額 465,652 円 

※ この数字は、平成 30 年３月 31 日現在の数字を記しています。出納閉鎖期間が５月まであります

ので、平成 29年度決算額とは数字が異なります。平成 29年度決算額は、次回に公表します。 

○平成 30年度一般会計及び特別会計の予算

（単位：千円）

会 計 名 当 初 予 算 額

一般会計 8,059,000 

国民健康保険特別会計 1,080,224 

介護保険特別会計 1,342,147 

後期高齢者医療特別会計 291,115 

下水道事業特別会計 357,730 

農業集落排水事業特別会計 3,724 

奨学基金特別会計 11,462 

診療所特別会計 53,270 

介護老人保健施設事業特別会計 371,500 

合    計 11,570,172 



○平成 30年度企業会計の予算

（単位：千円）

会 計 名 科目 当 初 予 算 額

病院事業会計

収益的支出 743,999 

資本的支出 75,199 

合計 819,198 

水道事業会計 

収益的支出 319,778 

資本的支出 303,718 

合計 623,496 

○平成 30年度一般会計における歳入及び歳出の状況

（単位：千円）

科    目 予  算  額 科    目 予  算  額 

町  税 647,121 議 会 費 70,002

地方譲与税 65,000 総 務 費 1,359,114

利子割交付金 1,000 民 生 費 1,506,171

配当割交付金 1,500 衛 生 費 738,626

株式等譲渡所得割交付金 1,000 労 働 費 627

地方消費税交付金 120,000 農林水産業費 483,202

自動車取得税交付金 10,000 商 工 費 486,191

地方特例交付金 800 土 木 費 856,536

地方交付税 3,720,000 消 防 費 261,325

交通安全対策特別交付金 700 教 育 費 777,655

分担金及び負担金 47,245 災害復旧費 15

使用料及び手数料 125,062 公 債 費 1,513,982

国庫支出金 789,654 諸支出金 1

県支出金 498,716 予 備 費 5,553

財産収入 39,996

寄 付 金 57,487

繰 入 金 796,179

繰 越 金 1

諸 収 入 92,639

町   債 1,044,900

合    計 8,059,000 合    計 8,059,000



○地方債の限度額

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限    度    額 

公営住宅建設事業 45,400 

一般単独事業 37,900 

緊急防災･減災事業 10,200 

辺地対策事業 97,200 

過疎対策事業 669,200 

臨時財政対策 185,000 

合  計 1,044,900 



790,068

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している

合計 1,085,135 227,352 18,303 49,412

5,356

小計 218,875 4,685 10,953 11,963 191,274

医療対策費 13,624 133 7,800 335

652 39 613

保健事業費 12,747 252 3,153 550

15,223 896 14,327

361,076

保
健
衛
生

保健衛生総務費 176,629 4,300 10,143 162,186

予防費

小計 441,948 58,291 22,581

8,792

保健センター施設費

後期高齢者医療費 199,761 32,859 9,824 157,078

176,882 10,410 166,472

237,718

社
会
保
険

国民健康保険費 65,305 25,432 2,347 37,526

介護保険費

小計 424,312 164,376 7,350 14,868

社
会
福
祉

生活保護費 47,500 35,475 708 11,317

1,039

児童福祉施設費 35,050 23,364 688 10,998

母子（父子）福祉費 1,104 65

208,327児童福祉総務費 329,698 100,992 7,350 13,029

73 1,172障害者福祉費 4,980 3,735

293 4,677

老人福祉費 200 12 188

社会福祉総務費 5,780 810

社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費

　地方消費税率の引上げによる引上げ分の地方消費税収（市町村においては「地方消費税交付金
（社会保障財源化分）」）については、社会保障４経費（制度として確立された年金、医療及び介
護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費）及びその他社会保障施策（社
会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費に充てることとされています。
　津和野町では、下表のとおり各事業に充当しています。

　【総額】

　【社会保障施策に要する経費に充てる引上げ分の地方消費税額】 49,412 千円
単位：千円

事業名 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

国県支出金 その他
地方消費税交付金引

上分
その他

1,085,135千円 （うち一般財源　839,480千円）



平成30年度　　入湯税収入額 千円

平成30年度　入湯税の使途状況について

　入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の
整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的とした地方
税です。
　入湯税を充当すべき事業については、環境衛生施設整備事業、消防用建物整備事業や消防自動
車整備事業などの消防施設整備事業、観光地整備事業や観光イベントの開催などの観光振興事業
があり、平成30年度についてはこれらの事業に対し、入湯税として収入予定の3,866千円を充当
しています。

3,866

単位：千円

事業名 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

国庫支出金 県支出金 その他 入湯税 その他

照明整備事業 19,872 8,942 10,900 13 17

観光地整備事業

442

小計 22,814 10,333 250 10,900 596 735

駅前整備事業 801 359

観光戦略キャンペーン事業 4,092 4,000 41 51

観光振興事業

298

小計 6,736 4,000 1,227 1,509

観光総合支援事業 540 242

消防積載車整備事業 9,096 9,000 43 53

消防施設整備事業

小計 9,096 9,000 43 53

津和野町観光振興基金積立 2,001 1 2,000

基金積立

2,297

※基金積立…津和野町観光振興基金条例により、当該年度における税収入の総額のうち1/2以上の金額
を基金積立しています

※入湯税は、基金積立を除く各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています

伝統的建造物群保存事業 2,141 1,391 250 224 276

合計 40,647 10,333 250 23,901 3,866

小計 2,001 1 2,000

441萩津和野イメージアップ事業負担金 800 359

359

特産キャンペーン（観光ＰＲ） 653 293 360

山口県大型観光キャンペーン負担金 651 292


